
（１）　総務課
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 安全で快適な　住み良い　まちづくり

施策 防災対策の充実

事業名

■ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

根拠法令

関連
計画

１　防災行政無線管理事業
（１）同報系無線維持管理
　・子局の電気代の支払い
　・子局バッテリー交換　1,744千円
　・親局及び子局の保守点検　5,401千円
　・親局及び子局設備の修繕工事　300千円

（２）移動系無線維持管理
　・機器使用料の支払い（リース期限：Ｒ8.5.31）
　・無線通信料の支払い
※移動系無線機器のリース期限が近付いているため、更新のための調
査を実施する。（800MHz帯デジタルMCAサービスはR11.5.31終了）

（３）【新】防災行政無線子局高性能スピーカー等改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　181,530千円
　　子局の拡声受信装置と高性能スピーカの取替工事
　　（対象地区：南濃全域、海津と平田の一部）
※　現在の子局設備は、平成22年度～24年度の3ヵ年で、南濃、平田、海
津の順で設備更新を行ったもの。南濃地区子局の拡声受信装置につい
ては、部品製造が終了し、修理することができない。他の地区について
は、修理可能だが、いずれ同様の状況が見込まれる。そのため、高性能
スピーカー化という機能強化を含めた、子局全体の改修工事を早期に実
施することで、有利な起債（緊急防災・減災事業債：R7までの時限措置）
ができる。

１　防災行政無線管理事業
（１）同報系無線維持管理
　・子局の電気代の支払い
　・子局バッテリー交換　1,744千円
　・親局及び子局の保守点検　5,401千円
　・親局及び子局設備の修繕工事　300千円

（２）移動系無線維持管理
　・機器使用料の支払い（リース期限：Ｒ8.5.31）
　・無線通信料の支払い

※移動系無線機器のリース期限が近付いているため、更新のための準
備をする。（800MHz帯デジタルMCAサービスはR11.5.31終了）

（３）【新】防災行政無線高性能スピーカー等改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　178,455千円
　　子局の拡声受信装置と高性能スピーカの取替工事
　　（対象地区：海津と平田の一部）

１　防災行政無線管理事業
（１）同報系無線維持管理
　・子局の電気代の支払い
　・子局バッテリー交換　1,744千円
　・親局及び子局の保守点検　5,401千円
　・親局及び子局設備の修繕工事　300千円

（２）移動系無線維持管理
　・機器使用料の支払い（リース期限：Ｒ8.5.31）
　・無線通信料の支払い

（３）【新】移動系無線機器更新事業

※移動系無線機器のリース期間終了のため、機器の更新を実施する。
（800MHz帯デジタルMCAサービスはR11.5.31終了）

令和８年度

・海津市地域強靱化計画
・海津市地域防災計画
・海津市国民保護計画

会計名

防災行政無線管理事業
一般会計

事務事業
概要

海津市地域防災計画に定める防災体制の万全を期するため、防
災行政無線等の保守・点検を行い、災害発生時における確実な
運用を確保する。

款項目 020111

事業 2

2 活動指標 指標の
説明

平常時及び停電時ともにバッテリーが正常動作
していないと、放送が流れないため、定期的に交
換する必要がある。

担当課

防災行政無線拡声子局のバッテリー交換数

総務課2-5 成果指標 指標の
説明

防災行政無線に、放送できない日があってはな
らない。毎日の放送が大原則。防災行政無線による1年間に放送できた日の割合

重点

100% 100%

21個 27個 22個

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

100%

0

一般財源 12,401

市債 181,500

目
標
値

活動指標

成果指標

0

193,901

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他
190,826

県支出金 0

12,401

一般財源 12,426

その他 0

市債 178,400

県支出金 0

0

一般財源 12,401

その他 0

市債



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 安全で快適な　住み良い　まちづくり

施策 防災対策の充実

事業名

■ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

根拠法令

関連
計画

１　防災会議運営事業
　・防災会議の開催（１回）

２　国民保護協議会運営事業
　・国民保護協議会の開催（１回）

３　自主防災組織等支援事業
　・自主防災組織活動補助金　650千円
　・自主防災組織備蓄資機材補助金　1,000千円

４　防災体制整備事業
　・自治会等での防災講話の実施（20回）
　・防災士養成講座の開催（全4回）　825千円
　・ジュニア防災士（中学生）養成講座の開催（１回）
　・防災協力パートナーの登録　101千円
　・ドローンを活用した防災訓練　392千円
　・ウェザーニューズとの防災業務支援契約に基づく体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,980千円
　・防災用資機材置き場借上料　549千円
　・防災士資格取得者への補助金　600千円

１　防災会議運営事業
　・防災会議の開催（１回）

２　国民保護協議会運営事業
　・国民保護協議会の開催（１回）

３　自主防災組織等支援事業
　・自主防災組織活動補助金　650千円
　・自主防災組織備蓄資機材補助金　1,000千円

４　防災体制整備事業
　・自治会等での防災講話の実施（20回）
　・防災士養成講座の開催（全4回）　825千円
　・ジュニア防災士（中学生）養成講座の開催（１回）
　・防災協力パートナーの登録　101千円
　・ドローンを活用した防災訓練　392千円
　・ウェザーニューズとの防災業務支援契約に基づく体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,980千円
　・防災用資機材置き場借上料　549千円
　・防災士資格取得者への補助金　600千円

１　防災会議運営事業
　・防災会議の開催（１回）

２　国民保護協議会運営事業
　・国民保護協議会の開催（１回）

３　自主防災組織等支援事業
　・自主防災組織活動補助金　650千円
　・自主防災組織備蓄資機材補助金　1,000千円

４　防災体制整備事業
　・自治会等での防災講話の実施（20回）
　・防災士養成講座の開催（全4回）　825千円
　・ジュニア防災士（中学生）養成講座の開催（１回）
　・防災協力パートナーの登録　101千円
　・ドローンを活用した防災訓練　392千円
　・ウェザーニューズとの防災業務支援契約に基づく体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,980千円
　・防災用資機材置き場借上料　549千円
　・防災士資格取得者への補助金　600千円

令和８年度

・海津市地域強靱化計画
・海津市地域防災計画
・海津市国民保護計画

会計名

防災管理事業
一般会計

事務事業
概要

地域防災力を高め、市民の防災意識の高揚と取り組みを促進するため、
防災リーダー養成講座等を開催するとともに、自主防災組織での防災講
話の実施、活動補助や備蓄資材整備補助を行う。

款項目 020111

事業 3

2 活動指標 指標の
説明

各自治会で実施する防災講話、防災士養成講
座、ジュニア防災士養成講座等の防災に関する
行事を開催した延べ回数

担当課

防災講話、防災研修等を開催した延べ回数

総務課2-5 成果指標 指標の
説明

市が主催する防災士養成講座により防災士資
格を取得した人の累計人数【R5：270人、当面の
目標：400人】防災士資格累計取得者数

重点

350人 400人

30回 30回 30回

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

310人

412

一般財源 7,783

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標

0

8,195

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他
8,195

県支出金 0

8,195

一般財源 7,783

その他 412

市債 0

県支出金 0

0

一般財源 7,783

その他 412

市債
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 安全で快適な　住み良い　まちづくり

施策 防災対策の充実

事業名

■ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

根拠法令

関連
計画

１　地域防災センター管理事業
　・施設管理費等　1,088千円

２　南濃中部防災コミュニティセンター管理事業
　・施設管理費等　1,107千円

３　防災倉庫管理事業
　・施設管理費等　272千円

４　防災分庁舎管理事業
　・施設管理費等　1,585千円

１　地域防災センター管理事業
　・施設管理費等　1,088千円

２　南濃中部防災コミュニティセンター管理事業
　・施設管理費等　1,107千円

３　防災倉庫管理事業
　・施設管理費等　272千円

４　防災分庁舎管理事業
　・施設管理費等　1,585千円

１　地域防災センター管理事業
　・施設管理費等　1,088千円

２　南濃中部防災コミュニティセンター管理事業
　・施設管理費等　1,107千円

３　防災倉庫管理事業
　・施設管理費等　272千円

４　防災分庁舎管理事業
　・施設管理費等　1,585千円

令和８年度

・海津市地域強靱化計画
・海津市地域防災計画
・海津市国民保護計画

会計名

防災施設管理事業
一般会計

事務事業
概要

防災施設（地域防災センター、中部防災コミュニティーセンター、
防災分庁舎、防災倉庫等）の維持管理を行う。

款項目 020111

事業 4

2 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

総務課2-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

- -

- - -

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

1,280

一般財源 2,772

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標

0

4,052

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他
4,052

県支出金 0

4,052

一般財源 2,772

その他 1,280

市債 0

県支出金 0

0

一般財源 2,772

その他 1,280

市債



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 安全で快適な　住み良い　まちづくり

施策 防災対策の充実

事業名

■ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

根拠法令

関連
計画

１　防災備蓄資機材等整備事業
（１）防災資機材（消耗品）の購入、整備
　・衛生用品、乾電池等の購入　490千円

（２）災害用備蓄食料の購入、整備
　・保存水の購入　328千円
　・保存食の購入　1,958千円

（３）【拡】避難所用パーテーションの購入
　・60セット　2,112千円

（４）【拡】避難所用大容量リチウムイオンバッテリィーの購入
　・3台　3,201千円

１　防災備蓄資機材等整備事業
（１）防災資機材（消耗品）の購入、整備
　・衛生用品、乾電池等の購入　490千円

（２）災害用備蓄食料の購入、整備
　・保存水の購入　328千円
　・保存食の購入　1,958千円

（３）避難所用パーテーションの購入
　・60セット　2,112千円

（４）避難所用大容量リチウムイオンバッテリィーの購入
　・5台　5,335千円

１　防災備蓄資機材等整備事業
（１）防災資機材（消耗品）の購入、整備
　・衛生用品、乾電池等の購入　490千円

（２）災害用備蓄食料の購入、整備
　・保存水の購入　328千円
　・保存食の購入　1,958千円

（３）避難所用パーテーションの購入
　・60セット　2,112千円

（４）避難所用大容量リチウムイオンバッテリィーの購入
　・2台　2,134千円

令和８年度

・海津市地域強靱化計画
・海津市地域防災計画
・海津市国民保護計画

会計名

防災備蓄資機材等整備事業
一般会計

事務事業
概要

災害時の備蓄資機材及び食料飲料の備蓄整備を行う。
款項目 020111

事業 5

2 活動指標 指標の
説明

保存年限が近いアルファ化米を定期的に買い替
える。

担当課

市が備蓄するアルファ化米の買替数

総務課2-5 成果指標 指標の
説明

市が備蓄するアルファー化米の備蓄数（・南海トラフ地震の最大避難者数：10,352
人と想定。一時帰宅ができるまで半日から1日と想定し、2回分の20,000食を備
蓄。・水害の最大避難者数は19,000人と想定。水害の場合は流通物資や支援が
早いため1回分の20,000食を備蓄。）市が備蓄するアルファ化米の備蓄数

重点

20,000食 20,000食

5,250食 6,000食 5,500食

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

20,000食

0

一般財源 7,963

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標

0

8,463

県支出金 500

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他
10,597

県支出金 0

7,396

一般財源 10,597

その他 0

市債 0

県支出金 0

0

一般財源 7,396

その他 0

市債
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 市民参画・協働自治の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

0

20,657

県支出金 0

753

県支出金

一般財源

その他

一般財源 19,904

市債 0市債 0

19,904

753 その他

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

一般財源 20,154

市債 0

その他 753
21,157

県支出金 250

20,657

50% 50% 50%

0国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目
標
値

活動指標 12回 12回 12回

成果指標

１　広報誌発行事業
・市報かいづを毎月1日に発行する。
　＜紙面サイズ＞Ａ4版　＜ページ数＞26頁（年平均）　＜刷色＞
4色刷り4頁、2色刷り22頁＜その他＞ホームページ、スマホアプリ
「マチイロ」、「岐阜イーブックス」でＰＤＦ版を公開。
　印刷製本費　10,912千円

２　市政情報発信事業
・市勢要覧の作成・発行
　資料編作成500部（印刷用紙のみ購入）　27千円
・市報かいづ多言語ユニバーサル情報配信
　多言語翻訳機能を有する配信ツールを使用し、外国人に向け
て配信する。　配信ツール使用料　495千円
・【新】やさしい日本語変換機能導入　698千円
・海津市ＰＲ番組作成委託
　テレビ放送局に市の観光情報、特産品や産業を紹介する番組
制作を委託、放送し市の魅力をＰＲする。放送後に市公式
YOUTUBEチャンネルに投稿し、内外に広くPRをする。
　番組作成委託料　1,000千円

３　広聴事業
・スクールサミットで答弁した内容を、具現化するためのアイデア
等を子どもたちから聴取する。
　報奨品　20千円

１　広報誌発行事業
・市報かいづを毎月1日に発行する。
　＜紙面サイズ＞Ａ4版　＜ページ数＞26頁（年平均）　＜刷色＞
4色刷り4頁、2色刷り22頁＜その他＞ホームページ、スマホアプリ
「マチイロ」、「岐阜イーブックス」でＰＤＦ版を公開。
　印刷製本費　10,912千円

２　市政情報発信事業
・市勢要覧の作成・発行
　資料編作成500部（印刷用紙のみ購入）　27千円
・市報かいづ多言語ユニバーサル情報配信
　多言語翻訳機能を有する配信ツールを使用し、外国人に向け
て配信する。　配信ツール使用料　495千円
・海津市ＰＲ番組作成委託
　テレビ放送局に市の観光情報、特産品や産業を紹介する番組
制作を委託、放送し市の魅力をＰＲする。放送後に市公式
YOUTUBEチャンネルに投稿し、内外に広くPRをする。
　番組作成委託料　1,000千円

３　広聴事業
・スクールサミットで答弁した内容を、具現化するためのアイデア
等を子どもたちから聴取する。
　報奨品　20千円

１　広報誌発行事業
・市報かいづを毎月1日に発行する。
　＜紙面サイズ＞Ａ4版　＜ページ数＞26頁（年平均）　＜刷色＞
4色刷り4頁、2色刷り22頁＜その他＞ホームページ、スマホアプリ
「マチイロ」、「岐阜イーブックス」でＰＤＦ版を公開。
　印刷製本費　10,912千円

２　市政情報発信事業
・市勢要覧の作成・発行
　資料編作成500部（印刷用紙のみ購入）　27千円
・市報かいづ多言語ユニバーサル情報配信
　多言語翻訳機能を有する配信ツールを使用し、外国人に向け
て配信する。　配信ツール使用料　495千円
・海津市ＰＲ番組作成委託
　テレビ放送局に市の観光情報、特産品や産業を紹介する番組
制作を委託、放送し市の魅力をＰＲする。放送後に市公式
YOUTUBEチャンネルに投稿し、内外に広くPRをする。
　番組作成委託料　1,000千円

３　広聴事業
・スクールサミットで答弁した内容を、具現化するためのアイデア
等を子どもたちから聴取する。
　報奨品　20千円

広報活動事業
一般会計

事務事業
概要

紙媒体やSNSなどの多様なメディアを活用し、市政に関する情報
を発信する。

款項目 020103

事業 2

会計名

5 活動指標 指標の
説明

毎月1日発行×12月
担当課

市報発行回数

総務課5-1 成果指標 指標の
説明

HPや市報、SNSなどに欲しい情報が掲載されて
いると回答した人の割合（Webアンケートによる
調査）欲しい情報が掲載されていると回答した人の割合

根拠法令

関連
計画

なし



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 地域情報化・電子自治体の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

481

県支出金 0

市債

県支出金

その他

市債 00

国庫支出金

20 その他 20

事業の財源
（千円）

予算額

481

0 予算額 国庫支出金 0

0

一般財源 461 一般財源 461

活動指標

成果指標 １件以下 １件以下

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　情報公開・個人情報保護事業
（１）情報公開・個人情報保護審査会の開催
　　　　委員報酬　234千円

（２）情報公開事務の実施
　　　　情報公開請求による公文書の開示及び送付郵便料

（３）保有個人情報の目的外使用及び外部提供の管理
                                                                 　198千円

１　情報公開・個人情報保護事業
（１）情報公開・個人情報保護審査会の開催
　　　　委員報酬　234千円

（２）情報公開事務の実施
　　　　情報公開請求による公文書の開示及び送付郵便料

（３）保有個人情報の目的外使用及び外部提供の管理
                                                                 　198千円

481

なし

会計名

情報公開・個人情報保護事業
一般会計

事務事業
概要

市の保有する公文書・保有個人情報について適切な管理を行う
ともに、開示請求に対し、適正な開示を行う。

款項目 020101

事業 4

根拠法令

関連
計画

30件 30件目
標
値

令和８年度

１　情報公開・個人情報保護事業
（１）情報公開・個人情報保護審査会の開催
　　　　委員報酬　234千円

（２）情報公開事務の実施
　　　　情報公開請求による公文書の開示及び送付郵便料

（３）保有個人情報の目的外使用及び外部提供の管理
                                                                 　198千円

30件

１件以下

予算額 国庫支出金 0

5 活動指標 指標の
説明

年間情報公開請求の件数
担当課

情報公開請求の処理件数

総務課5-3 成果指標 指標の
説明

審査請求の申立件数
審査請求件数

県支出金 0

その他 20

一般財源 461

市債 0

23
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

10,721

県支出金 0

10,721

一般財源 10,711

その他 0 その他 0

市債 0 市債

10

13,196

県支出金 0

10 予算額 国庫支出金 10 予算額 国庫支出金

その他

県支出金 0

0

一般財源 10,711

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 13,186

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　総務管理事務事業　11,949千円
　（１）総務事務
　　・庁舎用印刷用紙代　3,795千円
　　・庁舎新聞代　850千円
　　・封筒等印刷　654千円
　　・附属機関整備支援委託　2,475千円
　（２）賠償補償保険事務
　　・全国総合賠償補償保険負担金　3,168千円

２　行政不服審査会運営事業　191千円
　　　審理員報酬等　134千円

３　文書管理事業　456千円
　　・文書保存箱印刷代　451千円

４　弁護士相談事業　600千円
　　・顧問料　600千円

１　総務管理事務事業　9,474千円
　（１）総務事務
　　・庁舎用印刷用紙代　3,795千円
　　・庁舎新聞代　850千円
　　・封筒等印刷　654千円
　（２）賠償補償保険事務
　　・全国総合賠償補償保険負担金　3,168千円

２　行政不服審査会運営事業　191千円
　　　審理員報酬等　134千円

３　文書管理事業　456千円
　　・文書保存箱印刷代　451千円

４　弁護士相談事業　600千円
　　・顧問料　600千円

１　総務管理事務事業　9,474千円
　（１）総務事務
　　・庁舎用印刷用紙代　3,795千円
　　・庁舎新聞代　850千円
　　・封筒等印刷　654千円
　（２）賠償補償保険事務
　　・全国総合賠償補償保険負担金　3,168千円

２　行政不服審査会運営事業　191千円
　　　審理員報酬等　134千円

３　文書管理事業　456千円
　　・文書保存箱印刷代　451千円

４　弁護士相談事業　600千円
　　・顧問料　600千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

総務管理事務事業
一般会計

事務事業
概要

庁舎内で使用する用紙や封筒の一括購入、職員の名刺の作成
依頼、顧問弁護士との契約など職員の活動を円滑に進めるため
の業務を行う。

款項目 020101

事業 １

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

国庫支出金

0 その他 0

一般財源 9,149 一般財源 9,149 一般財源 9,149

9,149

県支出金 0

市債 0 市債

0 予算額 国庫支出金 0

0県支出金

その他

市債 0

その他

0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
9,149

県支出金 0

9,149

目
標
値

活動指標 - - -

成果指標 - - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　法制執務事業
　　・法制執務支援委託　495千円
　　・市例規追録更新データ作成委託　4,125千円
　　・官庁速報の利用　1,875千円
　　・コンシェルジュデスクの利用　785千円
　　・例規イントラ版システムの利用（Ｒ6～9）　1,606千円

　

１　法制執務事業
　　・法制執務支援委託　495千円
　　・市例規規追録更新データ作成委託　4,125千円
　　・官庁速報の利用　1,875千円
　　・コンシェルジュデスクの利用　785千円
　　・例規イントラ版システムの利用（Ｒ6～9）　1,606千円

　

１　法制執務事業
　　・法制執務支援委託　495千円
　　・市例規規追録更新データ作成委託　4,125千円
　　・官庁速報の利用　1,875千円
　　・コンシェルジュデスクの利用　785千円
　　・例規イントラ版システムの利用（Ｒ6～9）　1,606千円

　

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

法制執務事業
一般会計

事務事業
概要

全国の市町村の例規等の条文の比較、参考事例の調査を可能
にし、職員の政策検討の支援をする。また、例規更新の指導や改
正情報の提供を受ける。

款項目 020101

事業 2

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

25
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

行政相談事業
一般会計

事務事業
概要

総務省事業の行政相談に関する連携・協力
款項目 020101

事業 5

- -

- -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　行政相談事業　 34千円
　・定例及び特設相談時委員お茶代等　9千円
　・大垣ブロック関係
　　　　会議出席及び負担金の支払い　21千円

１　行政相談事業　 34千円
　・定例及び特設相談時委員お茶代等　9千円
　・大垣ブロック関係
　　　　会議出席及び負担金の支払い　21千円

目
標
値

活動指標

成果指標

令和８年度

１　行政相談事業　 34千円
　・定例及び特設相談時委員お茶代等　9千円
　・大垣ブロック関係
　　　　会議出席及び負担金の支払い　21千円

-

事業の財源
（千円）

予算額

34

一般財源 34

市債

0県支出金

その他

0

国庫支出金

0

0 予算額 国庫支出金 0

34

県支出金

一般財源 34

34

県支出金 0

市債 0

その他 0

一般財源

0

-

予算額 国庫支出金 0

34

その他 0

市債 0



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

一般財源一般財源

市債 0 市債 0 市債 0
7,1157,126

県支出金 0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

8,116

8,116

その他 0

主な事業
の概要

（年次計画）

成果指標 339人（R7.4.1職員数） 343人（R8.4.1職員数） 347人（R9.4.1職員数）

目
標
値

活動指標 3回 3回 3回

１　職員管理事務事業　2,740千円
　・職員採用試験の実施
　・再任用職員の雇用保険、厚生年金保険料
　・作業服の購入

２　公務災害事業　4,375千円
　・認定委員の報酬
　・正職員の公務災害補償基金負担金
　・非常勤職員の公務災害補償保険料

１　職員管理事務事業　3,741千円
　・職員採用試験の実施
　・再任用職員の雇用保険、厚生年金保険料
　・作業服の購入
　・人事給与システム改修委託（会計年度勤勉手当対応）

２　公務災害事業　4,375千円
　・認定委員の報酬
　・正職員の公務災害補償基金負担金
　・非常勤職員の公務災害補償保険料

１　職員管理事務事業　2,751千円
　・職員採用試験の実施
　・再任用職員の雇用保険、厚生年金保険料
　・作業服の購入

２　公務災害事業　4,375千円
　・認定委員の報酬
　・正職員の公務災害補償基金負担金
　・非常勤職員の公務災害補償保険料

県支出金 0

国庫支出金 0

一般財源 7,126

県支出金 0

7,115

0 予算額 国庫支出金

その他 0 その他 0

款項目

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事務事業
概要

020102

事業 1

職員の新規採用、被服の貸与及び公務災害関係などに関する事
務

職員管理事務事業
一般会計

根拠法令

関連
計画

・定員適正化計画

会計名

5 活動指標 指標の
説明

全職種の職員採用試験の回数
担当課

職員採用試験の回数

総務課5-5 重点 成果指標

4月1日の職員数

指標の
説明

定員適正化計画の4月1日の職員数
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

0 予算額 国庫支出金 0国庫支出金

1,000

１　職員研修事業　1,150千円
　・職員研修計画の策定
　・職員研修の実施
　　●派遣研修
　　　・ｅラーニング、オンライン研修等
　　　・市町村研修センター
　　　・外部機関（研修負担金）
　　●市主催研修
　　　・新規採用職員等実務研修
　　　・人事評価研修
　　　・管理職及び若手、中堅職員への研修

１　職員研修事業　1,150千円
　・職員研修計画の策定
　・職員研修の実施
　　●派遣研修
　　　・ｅラーニング、オンライン研修等
　　　・市町村研修センター
　　　・外部機関（研修負担金）
　　●市主催研修
　　　・新規採用職員等実務研修
　　　・人事評価研修
　　　・管理職及び若手、中堅職員への研修

85% 85%

100% 100%

県支出金

その他

市債 00

一般財源 150 一般財源 150

1,150

県支出金 0

市債

0

その他 1,000

予算額

1,000
1,150

県支出金 0

1,150

一般財源 150

市債 0

その他

目
標
値

活動指標

成果指標

事業の財源
（千円）

予算額

85%

国庫支出金 0

100%

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　職員研修事業　1,150千円
　・職員研修計画の策定
　・職員研修の実施
　　●派遣研修
　　　・ｅラーニング、オンライン研修等
　　　・市町村研修センター
　　　・外部機関（研修負担金）
　　●市主催研修
　　　・新規採用職員等実務研修
　　　・人事評価研修
　　　・管理職及び若手、中堅職員への研修

根拠法令

関連
計画

・海津市人材育成基本方針
・海津市職員研修計画

会計名

職員研修事業
一般会計

事務事業
概要

人材の育成及び職員の能力向上のための職員研修に関する事
務

款項目 020102

事業 2

総務課

5 活動指標 指標の
説明

職員研修の対象者の内、実際に受講した職員の
割合（R4：72.6％）

担当課

職員研修受講者の割合

5-5 成果指標 指標の
説明

職員研修受講者の内、意識・業務の向上に役
立ったと感じた職員の割合研修内容が意識・業務の向上に役立ったと感じた職員の割合

重点



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

0

20,626

その他 3,000

市債 0
23,626

県支出金

一般財源 20,626

その他 3,000

一般財源

23,626

県支出金 0

市債 0

令和８年度

１　職員交流事業　7,308千円
　・鹿児島県霧島市との職員交流
　・岐阜県との相互派遣

２　外部人材活用事業　16,318千円
　・外部人材派遣に伴う旅費
　・外部人材派遣に伴う負担金

2人

予算額 国庫支出金 0

100%

予算額 国庫支出金 0

20,626

市債

0県支出金

その他

0

3,000

一般財源

活動指標

成果指標

事業の財源
（千円）

予算額

23,626

目
標
値

国庫支出金

2人 2人

100% 100%

0

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　職員交流事業　7,308千円
　・鹿児島県霧島市との職員交流
　・岐阜県との相互派遣

２　【新】外部人材活用事業　16,318千円
　・外部人材派遣に伴う旅費
　・外部人材派遣に伴う負担金

１　職員交流事業　7,308千円
　・鹿児島県霧島市との職員交流
　・岐阜県との相互派遣

２　外部人材活用事業　16,318千円
　・外部人材派遣に伴う旅費
　・外部人材派遣に伴う負担金

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

職員交流事業
一般会計

事務事業
概要

鹿児島県霧島市及び岐阜県との職員交流に関する事務
款項目 020102

事業 3

総務課

5 活動指標 指標の
説明

人事交流のため派遣した職員数
担当課

人事交流職員数

5-5 成果指標 指標の
説明

人事交流として派遣した職員の内、今後の業務
に活かせる経験を積むことができたと感じた職
員の割合今後の業務に活かせる経験を積むことができたと感じた職員の割合

重点

29
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

一般財源 5,215

市債

その他

0

一般財源 5,215

5,215

県支出金 0

国庫支出金

県支出金

その他

市債 00

0 その他 0

0 予算額 国庫支出金 0

0

市債
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
5,215

県支出金 0

5,215

一般財源 5,215

目
標
値

活動指標 100% 100% 100%

成果指標 9% 9% 9%

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　職員健康管理事業　5,215千円
　・職員の健康診断負担金（非常勤含む）
　・ストレスチェックの委託
　・高ストレス者への面接指導
　・安全衛生委員会の運営
　・市町村共済組合福利厚生事業の推進

１　職員健康管理事業　5,215千円
　・職員の健康診断負担金（非常勤含む）
　・ストレスチェックの委託
　・高ストレス者への面接指導
　・安全衛生委員会の運営
　・市町村共済組合福利厚生事業の推進

１　職員健康管理事業　5,215千円
　・職員の健康診断負担金（非常勤含む）
　・ストレスチェックの委託
　・高ストレス者への面接指導
　・安全衛生委員会の運営
　・市町村共済組合福利厚生事業の推進

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

職員健康管理事業
一般会計

事務事業
概要

職員の定期健康診断及びストレスチェックの実施などに関する事
務

款項目 020102

事業 4

担当課

職員の健康診断受診者の割合

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

ストレスチェック回答者の内、高ストレス者とされ
た職員の割合（R4：11.8％）

総務課

職員の高ストレス者の割合

5 活動指標 指標の
説明

健康診断受診対象者の内、受診した職員の割
合（R4：100％）



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし根拠法令

関連
計画

なし

会計名

災害支援事業
一般会計

事務事業
概要

令和６年度能登半島地震の被災団体への職員派遣に関する事
務

款項目 020102

事業 5

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

総務課5-5 重点 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　災害支援事業　2,770千円
　災害支援派遣人件費（時間外勤務手当、夜間勤務手当）
　災害支援派遣普通旅費
　災害支援派遣需用費（消耗品費、燃料費）

目
標
値

活動指標 - -

0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

0
2,770

県支出金 0

0

市債

-

成果指標 - - -

予算額 国庫支出金 0

0県支出金

0

県支出金 0

0

国庫支出金

0

0

0 市債

その他

市債

その他 0 その他
0

一般財源 2,770 一般財源 0 一般財源

31
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

0

3,889

その他 0

市債 0
3,889

県支出金

一般財源 3,889

その他 0

一般財源

3,889

県支出金 0

市債 0

令和８年度

１　表彰事業
　・自治功労表彰の開催　935千円
　　　行政、文化・芸術、社会福祉、産業経済等各分野において、
　　市政発展のため尽力された方の功績を讃え表彰する。
　・叙位、叙勲、県知事表彰等の事務

２　市長秘書事業
　・日程調整及び管理、市長車の運転及び管理、市長会及び
　  副市長会の資料作成、来客者の対応
　・交際費（会議、弔慰等）の対応　850千円
　・市長会負担金
　　　全国市長会負担金　216千円
　　　東海市長会負担金　6千円
　　　岐阜県市長会負担金　569千円

-

予算額 国庫支出金 0

-

予算額 国庫支出金 0

3,883

市債

0県支出金

その他

0

0

一般財源

活動指標

成果指標

事業の財源
（千円）

予算額

3,883

目
標
値

国庫支出金

- -

- -

0

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　表彰事業
　・自治功労表彰の開催　935千円
　　　行政、文化・芸術、社会福祉、産業経済等各分野において、
　　市政発展のため尽力された方の功績を讃え表彰する。
　・叙位、叙勲、県知事表彰等の事務

２　市長秘書事業
　・日程調整及び管理、市長車の運転及び管理、市長会及び
　  副市長会の資料作成、来客者の対応
　・交際費（会議、弔慰等）の対応　850千円
　・市長会負担金
　　　国市長会負担金　216千円
　　　東海市長会負担金　0円（※6,000円　R4～R6徴収なし）
　　　岐阜県市長会負担金　569千円

１　表彰事業
　・自治功労表彰の開催　935千円
　　　行政、文化・芸術、社会福祉、産業経済等各分野において、
　　市政発展のため尽力された方の功績を讃え表彰する。
　・叙位、叙勲、県知事表彰等の事務

２　市長秘書事業
　・日程調整及び管理、市長車の運転及び管理、市長会及び
　  副市長会の資料作成、来客者の対応
　・交際費（会議、弔慰等）の対応　850千円
　・市長会負担金
　　　国市長会負担金　216千円
　　　東海市長会負担金　6千円
　　　岐阜県市長会負担金　569千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

秘書事務事業
一般会計

事務事業
概要

市長・副市長の秘書事務、儀式、褒章及び表彰事務（叙勲・市功
労者表彰等）、市長会に関する事務

款項目 020103

事業 1

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

選挙管理委員会運営事業
一般会計

事務事業
概要

選挙管理員会の運営
款項目 020401

事業 1

- -

- -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　選挙管理委員会運営事業　2,594千円
　（１）選挙管理委員会の運営
　　　・選挙管理委員会の定期開催
　　　　委員報酬等　274千円
　　　・旅費　159千円
　　　　全国市区選挙管理委員会連合会定期総会
　　　　岐阜県市部選挙管理委員会連合会先進地視察
　　　・負担金　119千円
　　　　県市部負担金、会議出席負担金
　（２）【新】期日前投票システム標準化対応委託
　　　　標準化準備　1,760千円

１　選挙管理委員会運営事業　2,622千円
　（１）選挙管理委員会の運営
　　　・選挙管理委員会の定期開催
　　　　委員報酬等　274千円
　　　・旅費　159千円
　　　　全国市区選挙管理委員会連合会定期総会
　　　　岐阜県市部選挙管理委員会連合会先進地視察
　　　・負担金　119千円
　　　　県市部負担金、会議出席負担金
　（２）期日前投票システム標準化対応委託
　　　　1,900千円

目
標
値

活動指標

成果指標

令和８年度

１　選挙管理委員会運営事業　722千円
　（１）選挙管理委員会の運営
　　　・選挙管理委員会の定期開催
　　　　委員報酬等　274千円
　　　・旅費　159千円
　　　　全国市区選挙管理委員会連合会定期総会
　　　　岐阜県市部選挙管理委員会連合会先進地視察
　  　・負担金　119千円
　　　　県市部負担金、会議出席負担金

-

事業の財源
（千円）

予算額

2,594

一般財源 833

市債

1県支出金

その他

0

国庫支出金

1,760

0 予算額 国庫支出金 0

722

県支出金

一般財源 721

2,622

県支出金 1

市債 0

その他 1,900

一般財源

1

-

予算額 国庫支出金 0

721

その他 0

市債 0
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

0

県支出金 0

0

一般財源 0

その他 0 その他 0

市債 0 市債

0

21,104

県支出金 20,779

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

県支出金 0

0

一般財源 0

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 325

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　県知事選挙事業　21,104千円
　　・手当　7,783千円
　　　職員時間外勤務手当等
　　・需用費　1,929千円
　　　入場券等印刷 1,300千円
　　・役務費　2,387千円
　　　通信運搬費　1,845千円
　　・委託料　4,278千円
　　　ポスター掲示板パネル等設置撤去委託　1,708千円
　　・使用料及び賃借料　3,555千円
　　　事務機器借り上げ等　2,896千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

県知事選挙事業
一般会計

事務事業
概要

県知事議員選挙の適正な執行
款項目 020402

事業 1

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

19,935

県支出金 0

0

一般財源 19,935

その他 0 その他 0

市債 0 市債

0

360

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

県支出金 0

0

一般財源 0

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 360

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　市長選挙事業　360千円
　　・選挙管理委員報酬
　　・職員手当等
　　・消耗品

１　市長選挙事業　19,935千円
　　・手当　3,000千円
　　　職員時間外勤務手当等
　　・需用費　2,500千円
　　　入場券等印刷　1,300千円
　　・役務費　4,754千円
　　　通信運搬費　3,600千円
　　・委託料　3,250千円
　　　入場券作成委託料　770千円
　　　ポスター掲示板パネル等設置撤去委託　1,708千円
　　・使用料及び賃借料　3,038千円
　　　事務機器借り上げ　1,685千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

市長選挙事業
一般会計

事務事業
概要

市長選挙の適正な執行
款項目 020403

事業 1

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

担当課

（指標設定しない）

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

-
総務課

（指標設定しない）

5 活動指標 指標の
説明

-

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

羽沢財産区選挙事業
一般会計

事務事業
概要

羽沢財産区選挙の適正な執行
款項目 020404

事業 1

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　羽沢財産区選挙事業　213千円
　　・選挙管理委員等報酬
　　・職員手当

目
標
値

活動指標 - - -

成果指標 - - -

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

211
213

県支出金 0

0

県支出金

その他

市債 0

その他

0

0 予算額 国庫支出金 0

0

国庫支出金

0 その他 0

一般財源 2 一般財源 0 一般財源 0

0

県支出金 0

市債 0 市債



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

0

市債 0 市債
21,435

県支出金 0

0

一般財源 21,435

その他 0

県支出金

0

0

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

0

0

一般財源 0

その他

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 0

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　市議会議員選挙事業
　　・手当　3,000千円
　　　職員時間外勤務手当等
　　・需用費　3,000千円
　　　入場券等印刷　1,300千円
　　・役務費　5,000千円
　　　通信運搬費　3,900千円
　　・委託料　4,200千円
　　　ポスター掲示板パネル等設置撤去委託　2,900千円
　　・使用料及び賃借料　3,038千円
　　　事務機器借り上げ　 1,685千円
　

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

市議会議員選挙事業
一般会計

事務事業
概要

市議会議員選挙の適正な執行
款項目 0204

事業 1

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

37
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

30,000

県支出金 28,667

0

一般財源 1,333

その他 0 その他 0

市債 0 市債

0

0

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

県支出金 0

0

一般財源 0

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 0

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　参議院議員選挙事業　30,000千円
　　・手当　10,000千円
　　　職員時間外勤務手当等
　　・需用費　1,750千円
　　　入場券等印刷　1,300千円
　　・役務費　2,000千円
　　　通信運搬費　1,200千円
　　・委託料　3,250千円
　　・ポスター掲示板パネル等設置撤去委託業務　1,920千円
　　・使用料及び借り上げ料　5,500千円
　　　事務機器借り上げ等　5,000千円
　　・選挙用備品購入費　3,000千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

参議院議員選挙事業
一般会計

事務事業
概要

参議院議員選挙の適正な執行
款項目 0204

事業 1

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 ■ 国規定 ■ 県規定 ■ 市規定 □ なし

29,000

県支出金 27,667

0

一般財源 1,333

その他 0 その他 0

市債 0 市債

0

0

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

県支出金 0

0

一般財源 0

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 0

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　衆議院議員選挙事業　29,000千円
　　・手当　8,000千円
　　　職員時間外勤務手当等
　　・需用費　1,750千円
　　　入場券等印刷　1,300千円
　　・役務費　2,000千円
　　　通信運搬費　1,200千円
　　・委託料　4,000千円
　　　ポスター掲示板パネル等設置撤去委託　2,000千円
　　・使用料及び賃借料　5,500千円
　　　事務機器借り上げ　5,000千円
　　・選挙用備品購入費　3,000千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

衆議院議員選挙事業
一般会計

事務事業
概要

衆議院議員選挙の適正な執行
款項目 0204

事業 1

総務課

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点

39


